
重要な会計方針等の記載及び貸借対照表に関する注記 
 
１、継続事業の前提に関する事項 
   該当事項はありません。 
２、資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 
  満期保有目的の債券－償却原価法（定額法） 
(2) たな卸資産 

最終仕入原価法 
３、固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 
  定率法を採用しております。ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降取得した建物（建物付属設備を除く）

については、定額法を採用しております。 
平成 28 年 4 月 1 以降取得した建物附属設備、構築物については、定額法を採用しております。 

(2) 無形固定資産 
定額法を採用しております。 

４、引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 
  債権の貸倒による損失に備えるため、前々会計年度末日の負債総額が 200 億未満であることから、

一般債権については法人税法の法定繰入率（1000 分の 6）により計上しています。 
(2) 退職給付引当金 

役職員等の退職支出に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき計上しております。なお、

当社会医療法人は、前々会計年度末日の負債総額が 200 億円未満であることから、簡便法による

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を採用しています。 
(3) 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しています。 
５、消費税及び地方消費税の会計処理の方法   

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。なお、固定資産に係る控除対象

外消費税は長期前払消費税に計上し、5 年間で均等償却を行っております。 
６、その他貸借対照表作成のための基本となる重要な事項 
  (1) 補助金の会計処理 

補助金等については、当該補助金等の対象となる事業等が実施された会計年度に一括して収益とし

て計上しております。なお、建物及び建物附属設備の取得にかかる補助金等については、直接減額

方式（固定資産の取得時に取得原価から控除する方法）を採用しております。 
(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取引について 

リース取引開始日が、前々会計年度末日の負債総額が 200 億円未満である会計年度の所有権移転外

ファイナンス・リース取引については賃貸借処理によっております。 
 
 
 
 



７、資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状況に関する事項 
  (1) 収益業務に係る資産及び負債 

 （千円） 

科  目 金  額 

流動資産 

固定資産 

4,634 

106,329 

資産合計 110,963 

流動負債 121 

負債合計 121 

(2) 収益業務会計から一般会計への繰入金の状況 
   （千円） 

科  目 
前会計年 

度末残高 

当期繰入金額又は

元入金額（△） 

当該会計年 

度末残高 

繰入金と元入金の純額（累計額） 123,582 △36,120 87,462 

８、担保に供されている資産に関する事項 
(1) 担保に供されている資産 

科目 
金額 

（千円） 

建物 3,788,681 

土地 1,650,988 

計 5,439,669 

  (2) 担保に係る債務 

科目 
金額 

（千円） 

短期借入金 － 

長期借入金 847,948 

計 847,948 

９、法第 51 条第 1 項に規定する関係事業者に関する事項 
  （1）法人である関係事業者  該当なし 
  （2）個人である関係事業者  該当なし 
１０、その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 
   （千円） 

科目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高 

建物及び建物付属設備 12,891,666 6,731,706 6,159,960 

構築物 852,087 639,072 213,015 

医療用機器備品 825,642 742,924 82,718 

その他器械備品 790,342 525,136 265,206 

車両及び船舶 145,091 126,065 19,026 

その他の有形固定資産 37,305 27,502 9,803 

計 15,542,134 8,792,405 6,749,729 

 


